





































































































関係にあ のかについては、国際法上は定めるところがなく、各国の法制度に委ねられていると解されている。この点を検討する前提とし 、まず、国際法が 内法的効力を有していなければな
らないため、国内法に受け入
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国内法に受容されること、つまり、立法の行為を必要とするという点である。また、条約が立法によってイギリスの法に組み入れら まで 裁判所は、政府や個人の 請を受けて、その権利や義務の規定を適用する権限はない。　
このように、イギリスでは 条約が国内法的効力を認められるためには、原則として、個々の立法により受容






















































③相手国による当該条約の適用という相互性の要件を満たしてい こと、という三つの手続的要件と、国内において自動執行力を有するという内容的要件を満たす必要があると定め、さらに、その場合、当該条約が、法律の権威に優越する権威 もつと定めている︵五五条︶ 。　
このように、現行のフランスの憲法において、法律に対する条約 説が採ら ていることは明らかである。
だが、その条約 位説は、上記①から③ 要件が付されており、決して無条件のものではない。 うち、③の相互性の原則は重要な要件であり、検討が必要であろう。　















































































場合には、当該法律の改正を行ってからその条約の締結が行われ からである。そ した事前の策が講ぜられずに、条約が締結され、批准された場合には、 内容と抵触す 法律との効力関係が問題となる。　
また、条約の成立後、その内容と衝突する法律が制定される場合にも、その効力関係が問題となるが、そうす
ると、条約の国内法的実施を無視する結果を生む可能性があり、国際法上の責任を追及される虞があるため、積極的にこうした行為を国家が行うことは稀であろう。　　
続いて、国際法のうち や国際慣習法 憲法の国内法的効力関係についてみてみることに 。この点に























































ということ 決定的に重要である。緩やかな国会の承認要件 もとで制定される条約によって、硬性憲法である日本国憲法の改正を実質的に認めることは、国民 意思、国民主権を軽視することとなり妥当でないとい ことである。多くの学説も、この点を主た 理由として、憲法優位説を支持している。　
なお、平時にあっては、条約による実質的改憲などは起こり得ないようにも思われるが、戦時などの非常時に



















必要であるといわれているが、 の条約の範囲は、 ﹁欧州連合の条約上 基礎 変更する条約﹂に限られている
。
この条約に たる場合には、議会において投票総数の三分の二以上 賛成が必要とされてい が︵五〇条四項、四四条三項︶ 、その他の条約の制定手続に対しては 連邦法律 立法手続に従うこと ︵五〇条三項、四二条一項から四項︶ 。　
その結果、オーストリア憲法では、憲法改正と同様の手続に って締結され、成立した条約のみが憲法と同一














































しばあげられることがある。確かに、ＥＵ法では、憲法を含む国内法に対するＥＵ法の絶対的優位が求められている。しかし、ＥＵは、特殊な歴史的、文化的背景のもとに作られたものであり、なおかつ、加盟国は、ＥＵへの加盟、すなわち 法へ従うことをそれぞれの国家 意思、国民の意思││それぞれの国で求められる国民の意思の程度には、もちろん差異 ろうが││にもとづき決定している。　
なお、アジア地域における欧州連合のような機関、または、世界政府、世界人権機構のような機関を構築し、



































めれば、国家暴走の安全弁が国際法規 あることについては疑問が残る。国際秩序は、国内秩序よりも不安定であることも多々あり 条約 内容は、その時々の当事国の力関係で決定されることも少なくないからである。よって、国際法規の内容が国内法規のそれよりも妥当なものである保障はない。さらに、条約は、経済問題に関する二国間条約から 多くの国が批准している人権に関する条約などその形式や内容が多岐にわ
た
ることに鑑み
ると、少なくとも、すべて 条約について、憲法に対する条約優位説をと と考えるこ は、極めて問題がある。　
結局、憲法と条約の制定手続の厳格性が大きく異なる日本国憲法の解釈としては、条約に対する憲法優位説が



















































































ているため︵民訴法三二七条一項 三 六 一項︶ 、批准された国際人権条約違反があった場合でも 上告できないことになっているからである。　
最高裁は、これらの条文を文言通りとらえ、国際人権規約違反の主張は﹁単なる法令違背﹂にすぎないと判示











































































説は、その条約の範囲をいかに限定したも であったとしても受け入れ難い。なぜ ら、こうした制定手続は国民の意思の尊重の度合い 反映させたものとなっており、相対的に成立要件の緩やかな条約を憲法よりも優位すると解することは、国民の意思を軽視する結果 るからである。　
このように、法形式間の効力関係は その制定手続面の厳格性を基本とし 決定すべきである。したがって、






































































































二〇日︶において、当時 大平正芳外務大臣が政府統一見解を示した。そこでは、 ︵イ︶法律事項を含む国際約束、 ︵ロ︶財政事項を含む国際約束、 ︵ハ︶わが国と相手国との間、あるいは国家間一般の基本的な関係を 的に規定す という意味において政治的に重要な国際約束であって、それ故に発効のために批准が要件とされているもの、について会
の
承認を要するが、 ︵イ︶すでに国会の承認を経た条約の範囲内で実施しうる国際約束、 ︵ロ︶すでに国会の議決を
経た予算の範囲内で実施しうる国際約束、 ︵ロ︶ 会の範囲内で実施しうる国際約束、については国会の承認を要しないという。 ︵ハ︶ 批准要件を加えていることなどについて、やや細かな批判もあるが︵佐藤功﹃ポケット註釈全
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宮澤俊義﹃全訂日本国憲法第二版 芦部信喜補訂︶ ︵日本評論社、一九七八年 八一四頁。
︵
??︶  
憲法学者によるものとして、橋本公亘﹃日本国憲法︹改訂版︺ ﹄ ︵有斐閣、 九八八年︶六八〇頁、中村睦男﹃ファ
ンダメンタル憲法﹄ ︵佐藤幸治・野中俊彦と共著︶ ︵有斐閣、一九九四年︶三二四頁、伊藤正己﹃憲法︹第三版︺ ﹄ ︵弘文堂、一九九五年︶六八七頁、樋口陽一﹃憲法︹第三版︺ ﹄ ︵創文社、二〇〇七年 一〇四頁、内野正幸﹃憲法解釈の論点︹第四版︺ ﹄ ︵日本評論社、二〇〇五年︶一九八頁、藤井俊夫﹃憲法 際社会︹第二版︺ ﹄ ︵成文堂、二〇〇五年︶
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しかし、これらの個々の 文によっても 法律 を説明することは困難であり、これらの条文の合
















.S. 416 (???? ) ︶ 、その射程をいかに解するかについては争いがある。
︵
??︶  
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.S. at 602-603 ︶ 。
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工藤達朗﹁条約と外交﹂ ﹃ファーストステップ憲法﹄ ︵赤坂正浩・井上典之・大沢秀介と共著︶ ︵有斐閣、二〇〇五年︶










憲法﹄ ︵国立国会図書館調査及び立 考査局、二〇 二年三月 二頁︶ 。
︵

























































小嶋和司﹃憲法概説﹄ ︵良書普及会、一九八七年︶一 四 、江橋崇﹁主権理論の変容﹂公法研究五五号︵一九九
















による国民主権主義の確立︵ ﹁国体﹂の変革︶という論理を構成できないように思えるが、この通常の論理は、実質的には無条件に近い全面的降伏という形で休戦の約定がなされた場合にまで適用されるものとは解されないと指摘している︵芦部﹃憲法制定権力﹄ ︵東京大学出版会、一九八三年︶三四二～三四三頁︶ 。つまり 芦部教授は、国際法優位の一元論を一般論としてとる必要はなく、降伏条約 ような場合にのみ条約優位説をと ば良い 解しているようである。
︵
??︶  
大石﹃憲法講義Ⅰ︹第二版︺ ﹄五四～五六頁、長尾一紘﹃日本国憲法︹全訂第四版︺ ﹄ ︵世界思想社、二〇一一年︶
一三～一五頁を参照。
︵
??︶  
江橋崇﹁日本の裁判所と人権条約﹂国際人権二号︵一九九一年︶一八頁、二二頁、同﹃基礎演習憲法﹄ ︵戸松秀典
と共著︶ ︵有斐閣、一九九二年︶三一～三二頁。
︵
??︶  
佐藤幸治﹃日本国憲法論﹄一一八～一一九頁。
︵
??︶  
伊藤正己﹁国際人権法と裁判所﹂国際人権一号︵一九九〇年︶一一頁。
 
 
また、同旨のものとして、樋口﹃国法学［補訂］ ︵有斐閣、二〇〇七 二四六頁を参照。
︵
??︶  
齊藤﹃憲法と国際規律﹄七九～八三頁。
︵
??︶  
内野正幸﹁条約
?
法律
?
行政立法﹂高見勝利・岡田信弘・常本照樹編﹃日本国憲法解釈の再検討﹄ ︵有斐閣、二〇
〇四年︶四二七～四二九頁。
︵
??︶  
山本草二﹁条約と法律の関係﹂ジュリスト 〇五号︵一九八四年︶ 八二、一八七頁。
︵
??︶  
たとえば、小林武﹃憲法と国際人権を学ぶ﹄ ︵晃洋書房、二〇〇三年︶ 、畑博行・水上千之編﹃国際人権法概論︹第
四版︺ ﹄ ︵有信堂高文社、二〇〇六年︶を参照。
